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第48回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（平成27年２月１日から平成28年１月31日まで）

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および
当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.cec-ltd.co.jp）に掲載することにより株主の皆様に
提供しております。

表紙
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連 結 注 記 表

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】

１．連結の範囲に関する事項

    連結子会社の数―10社

連結子会社の名称

フォーサイトシステム㈱

沖縄フォーサイト㈱

㈱イーセクター

シーイーシークロスメディア㈱

㈱シーイーシーカスタマサービス

大分シーイーシー㈱

シーイーシー(上海)信息系統有限公司

㈱宮崎太陽農園

㈱コムスタッフ

シーイーシー(杭州)科技有限公司

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数―１社

持分法適用の関連会社の名称

㈱日本フォーサイトロボ

(2) 持分法適用の関連会社でありましたコニカミノルタビズコム㈱は、当連

結会計年度において、全株式を譲渡したため、持分法適用の範囲から除外

しております。

(3) 持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、

各社の事業年度に係る計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間

に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社10社のうち７社の決算日は連結決算日と一致しております。ま

た、シーイーシー（上海）信息系統有限公司およびシーイーシー（杭州）科

技有限公司については決算日が12月31日であり、連結決算日との差異が３ヶ

月を超えないため、当該子会社の事業年度に係る計算書類を使用しておりま

す。なお、連結決算日との間で生じた重要な取引については連結上必要な修

正を行っております。また、㈱宮崎太陽農園の決算日は７月31日であります

が、仮決算に基づく計算書類を使用しております。
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４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

(ｲ) 有価証券

売買目的有価証券

時価法（売却原価は、移動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(ﾛ) たな卸資産

商品・貯蔵品

　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

(ｲ) 建物及び構築物

定額法

なお、一部の連結子会社は定率法によっております。

(ﾛ) その他の有形固定資産

定額法

無形固定資産（リース資産を除く）

(ﾊ) ソフトウエア

市場販売目的

　市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売期間（３年以内）

における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存販売期間に基

づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によって

おります。

自社利用目的

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。ただし、サー

ビス提供目的のソフトウエアで、特定顧客との契約に基づくアウトソ

ーシング用ソフトウエアについては、当該契約に基づく受取料金（定

額制）の期間にわたって均等償却しております。

－ 2 －
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(ﾆ) ソフトウエア以外の無形固定資産

　定額法

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償

却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

長期前払費用

　定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

(ｲ) 貸倒引当金

　債権の貸倒れに備えるために、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収不能見込額を計上して

おります。

(ﾛ) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会

計年度の負担額を計上しております。

(ﾊ) 受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における

受注契約に係る損失見込額を計上しております。

(ﾆ) 役員退職慰労引当金

　当社および一部の連結子会社においては、役員退職慰労金制度を廃止

し、平成24年４月18日開催の定時株主総会において打ち切り支給を決議

しており、打ち切り支給額の未払分を長期未払金として固定負債に表示

しております。役員退職慰労金制度を廃止していないその他の連結子会

社については、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。
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(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(ｲ) 退職給付に係る負債の計上基準

 ①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお

ります。

 ②　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数（５年）による定額法により費用処理しており

ます。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により、

発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

 ③　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計

算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。

(ﾛ) 重要な収益および費用の計上基準

　受注制作のソフトウエア開発に係る収益および費用の計上基準は、当

連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約

については工事進行基準（ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の契約については工事完成基準を適用しております。

(ﾊ) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資

産および負債は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めております。

(ﾆ) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(ﾎ) のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合

理的な年数で償却しております。

－ 4 －
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【会計方針の変更に関する注記】

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。

以下「退職給付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指

針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付

債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期

間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従

業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払

見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経

過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務お

よび勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が530,925千円増加

し、利益剰余金が562,644千円減少しております。また、当連結会計年度の営業

利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ51,869千円増加して

おります。

　なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は29.34円減少しております。ま

た、１株当たり当期純利益金額は2.88円増加しております。

【追加情報】

　当社は、平成27年３月24日に、運用方針の変更等に伴い、「売買目的有価証

券」区分で保有していた株式440,000千円を、「その他有価証券」区分へ保有目

的区分を変更しております。

　この変更により、これまで「売買目的有価証券」区分で保有していた時の有

価証券は、連結決算日の時価で評価替えされ、評価差額を損益として計上して

おりましたが、「その他有価証券」区分に変更したことにより、全部純資産直

入法により評価差額から税効果相当額を控除した金額を、純資産の部に「その

他有価証券評価差額金」として計上しております。

　この結果、従来の保有目的区分を採用した場合と比較して、経常利益および

税金等調整前当期純利益は174,165千円増加しております。また、その他有価証

券評価差額金は同額減少しております。

－ 5 －
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【連結貸借対照表に関する注記】

１．担保に供している資産および担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 230,609千円

土地 229,051千円

合計 459,660千円

(2) 担保に係る債務

担保付債務はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,992,933千円

３．国庫補助金受入れによる有形固定資産の圧縮記帳額は、建物及び構築物

269,354千円、その他5,119千円であり取得価額より減額しております。

【連結損益計算書に関する注記】

　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

1,198千円が売上原価に算入されております。

－ 6 －
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関す

る事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株　式　数　(株)

増加（株） 減少（株）
当連結会計年度末
株　式　数　(株)

発行済株式

普通株式 18,800,000 ― ― 18,800,000

自己株式

普通株式 1,356,250 32 18,500 1,337,782

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年４月16日
定 時 株 主 総 会

普通株式 261,656 15.00
平成27年
１月31日

平成27年
４月17日

平成27年９月８日
取 締 役 会

普通株式 174,622 10.00
平成27年
７月31日

平成27年
９月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連

結会計年度となるもの

　平成28年４月20日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配

当に関する事項を次のとおり提案しております。

株式の種類 配当の原資
配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

普 通 株 式 利益剰余金 261,933 15.00
平成28年
１月31日

平成28年
４月21日

－ 7 －
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３．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳 目的となる株式の種類
目的となる株式の数
（平成28年１月31日）

平成25年５月21日開催
取締役会決議

普通株式 34,200株

平成26年５月20日開催
取締役会決議

普通株式 35,300株

平成27年５月21日開催
取締役会決議

普通株式 24,200株

【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金の状況を鑑み、資金運用については流動性、安全

性の高い金融機関に対する預金等で行っております。また、資金調達につ

いては、金融機関からの借入により調達しております。

(2) 金融商品の内容およびそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。また一部には外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されて

おりますが、金額が僅少のため、リスクは低いと判断しております。投資

有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、これらは市場

価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、短期間で決済されております。これらは資金

調達に係る流動性リスクに晒されております。また一部には外貨建のもの

があり、為替の変動リスクに晒されておりますが、金額が僅少のため、リ

スクは低いと判断しております。

　借入金およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備

投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

　長期未払金は、役員退職慰労金の打ち切り支給に係る債務であり、各役

員の退任時に支給する予定であります。

－ 8 －
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　顧客の信用リスクの管理

　営業債権については、当社グループの社内規程に従い、取引先ごとの

期日管理および残高管理を行うとともに、営業部署から独立した管理部

門により、取引先ごとの信用状況を審査し、債権の回収状況、滞留状況

を定期的に把握し、回収を確実にする体制をとっております。

②　発行体の信用リスクおよび市場価格または合理的に算定された実質価

格の変動リスクの管理

　当該リスクに関しては、定期的に発行体の財務状況や時価を把握し、

保有状況を定期的に見直すことにより管理しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなる

リスク）の管理

　営業債務および借入金は流動性リスクに晒されておりますが、各社ご

とに資金繰り見通しを作成し、経理部門においてグループ内の事業会社

各社の資金ニーズを把握し、グループファイナンスにより事業会社間で

資金の融通を行い、資金を効率的に使用するとともに、適正な手許流動

性を維持することで流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足事項

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定にお

いては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

－ 9 －
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成28年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません（（注）２参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 9,334,514 9,334,514 －

(2) 受取手形及び売掛金 9,107,031

貸倒引当金（※１） (62,484)

9,044,547 9,044,547 －

(3) 有価証券 900,000 900,000 －

(4) 未収還付法人税等 210,734 210,734 －

(5) 投資有価証券 907,946 907,946 －

資産計 20,397,743 20,397,743 －

(1) 買掛金 1,802,038 1,802,038 －

(2) 短期借入金 350,000 350,000 －

(3) リース債務 294 294 －

(4) 未払法人税等 177,717 177,717 －

(5) 長期借入金（※２） 122,600 127,945 5,345

(6) 長期未払金 513,602 512,587 (1,014)

負債計 2,966,253 2,970,584 4,331

（※１）受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

（※２）流動負債の１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
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（注）１　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(4) 未収還付法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券

有価証券は譲渡性預金であります。短期間で決済されるものであるため、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(5) 投資有価証券

時価については、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) リース債務、(4) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(5) 長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(6) 長期未払金

長期未払金の時価については、合理的に見積もった支払予定時期に基づき、

無リスクの利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注）２　非上場株式（連結貸借対照表計上額57,190千円）は、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産(5) 投資有

価証券」には含めておりません。

【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 1,265円13銭

２．１株当たり当期純利益 73円86銭

【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券

(ｲ) 売買目的有価証券

時価法（売却原価は、移動平均法により算定）

(ﾛ) 子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

(ﾊ) その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

(ｲ) 商品・貯蔵品

　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

(ﾛ) 仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

(ｲ) 建物及び構築物

　定額法

(ﾛ) その他の有形固定資産

　定額法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

(ｲ) ソフトウエア

市場販売目的

　市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売期間（３年以内）

における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存販売期間に基

づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によって

おります。
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自社利用目的

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。ただし、サー

ビス提供目的のソフトウエアで、特定顧客との契約に基づくアウトソ

ーシング用ソフトウエアについては、当該契約に基づく受取料金（定

額制）の期間にわたって均等償却しております。

(ﾛ) ソフトウエア以外の無形固定資産

　定額法

(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の

方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

(4) 長期前払費用

定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れに備えるために、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度

の負担額を計上しております。

(3) 受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契

約に係る損失見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

　過去勤務費用の額の処理年数は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（５年）による定額法により費用処理しております。

　また、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数（10年）による定額法により、発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 重要な収益および費用の計上基準

　受注制作のソフトウエア開発に係る収益および費用の計上基準は、当事

業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約について

は工事進行基準（ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の契約については工事完成基準を適用しております。

(2) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

(3) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(4) のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理

的な年数で償却しております。

【会計方針の変更】

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。

以下「退職給付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。）を、当事業年

度より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、

割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引

率から、退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方

法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経

過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首において、退職給付債務および

勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が620,527千円増加し、繰越利

益剰余金が同額減少しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益お

よび税引前当期純利益はそれぞれ47,147千円増加しております。

　なお、当事業年度の１株当たり純資産額は32.84円減少しております。また、

１株当たり当期純利益金額は2.70円増加しております。

－ 14 －

個別注記表



2016/03/19 10:46:11 / 15165126_株式会社シーイーシー_招集通知

【追加情報】

　当社は、平成27年３月24日に、運用方針の変更等に伴い、「売買目的有価証

券」区分で保有していた株式440,000千円を、「その他有価証券」区分へ保有目

的区分を変更しております。

　この変更により、これまで「売買目的有価証券」区分で保有していた時の有

価証券は、決算日の時価で評価替えされ、評価差額を損益として計上しており

ましたが、「その他有価証券」区分に変更したことにより、全部純資産直入法

により評価差額から税効果相当額を控除した金額を、純資産の部に「その他有

価証券評価差額金」として計上しております。

　この結果、従来の保有目的区分を採用した場合と比較して、経常利益および

税引前当期純利益は174,165千円増加しております。また、その他有価証券評価

差額金は同額減少しております。

【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 6,538,202千円

２．保証債務

　子会社の㈱宮崎太陽農園の借入金に対し、保証を行っております。

122,600千円

３．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 75,811千円

長期金銭債権 28,800千円

短期金銭債務 120,121千円

【損益計算書に関する注記】

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 41,289千円

仕入高 1,227,079千円

営業取引以外の取引による取引高 117,428千円

２．売上原価に含まれるたな卸資産評価損

　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

1,198千円が売上原価に算入されております。

【株主資本等変動計算書に関する注記】

当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 1,337,782株
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【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

退職給付引当金 355,420千円

投資有価証券評価損 300,259

長期未払金 170,402

資産除去債務 122,211

賞与引当金 107,326

ソフトウエア 92,980

ゴルフ会員権評価損 52,694

貸倒引当金 18,584

未払費用 16,644

少額減価償却資産一括償却 9,016

未払事業税等 6,762

早期退職者退職金 6,168

たな卸資産評価損 469

繰延税金資産小計 1,258,941

評価性引当額 △1,027,241

繰延税金資産合計 231,700

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 △74,887

その他有価証券評価差額金 △24,409

繰延税金負債合計 △99,296

繰延税金資産の純額 132,403

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）および「地方税

法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布

され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行

われることとなりました。これに伴い、平成28年２月１日に開始する事業年度に

解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産および繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は従来の35.6％から33.1％に変更されております。ま

た、平成29年２月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につ

いては、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来

の35.6％から32.3％に変更されております。なお、この税率変更による影響は軽

微であります。
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【関連当事者との取引に関する注記】

記載すべき関連当事者との重要な取引はありません。

【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 1,148円82銭

２．１株当たり当期純利益 46円91銭

【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。
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